
 

対エジプト・アラブ共和国 国別開発協力方針（案） 

２０２５年９月 

 
１ 当該国に対する開発協力のねらい 
エジプトは、アジア・アフリカ・欧州の結節点にあり、国際海運の要所であるスエ

ズ運河を有する地政学的な要衝に位置し、中東・アフリカ地域全体の平和と安定にお

いて、政治・経済両面で重要な役割を果たしている。周辺国・地域で紛争が頻発する

中、仮にエジプトの国内情勢が不安定化すれば、中東・アフリカ情勢は一層流動化す

る。エジプトの開発課題への取組を支援し、同国の安定に貢献することは、地域全体、

ひいては国際社会の安定にも資するものである。 

2022 年のロシアによるウクライナへの侵略や、2023 年 11 月以降のイスラエル・パ

レスチナ情勢の悪化の影響などを背景として、エジプトは深刻な外貨不足による経済

危機に陥ったものの、ＩＭＦプログラムに基づき経済・社会改革に取り組んだ結果、

2.4％まで悪化した経済成長率は 4.4％に回復し、今後も改善基調にある。他方、依然

として高い水準にあるインフレ率、重い債務、エネルギー輸入増に伴う経常収支悪化

や不安定な世界・地域情勢を背景として、エジプト経済は引き続き厳しい舵取りが必

要であるところ、同国の持続的経済発展を後押しする支援が求められている。さらに、

エジプトにおける貧困率は上昇傾向にあり、貧富の差は社会の不安定要因となり得る

ところ、貧困削減が重要な課題となっている。持続的経済発展と貧困削減の実現にお

いては、成長の源泉となる人材の育成が必須である。エジプト日本学校（ＥＪＳ）や

エジプト日本科学技術大学（Ｅ－ＪＵＳＴ）、そしてこれまでの各種技術協力の成功

により、人材育成に係るエジプトの日本への期待は極めて高い。 

 エジプトの人口は約 1.1 億人（2024 年、世銀）であり、その約３分の２を 35 歳未

満の若年層が占める。現地雇用費用は中東及び東南アジア諸国と比較して安価で、英

語のみならず日本語話者も多く、製造業を中心に日本企業の更なる進出の余地は大き

い。さらに、エジプトは太陽光、風力を始め、再生可能エネルギー分野における潜在

性も高く、同分野における二国間協力の一層の強化も期待できる。 

 2023 年、日本はエジプトとの二国間関係を戦略的パートナーシップに格上げし、幅

広い分野で協力関係を一層深化させていくことを確認した。エジプトの安定は、中

東・アフリカ地域及び国際社会の平和と安定に繋がっており、同国の経済・社会改革

を支援することは、二国間関係強化の見地のみならず、日本の地域及び国際社会への

貢献の観点からも意義が大きい。 

 

２ 我が国の対エジプトＯＤＡの基本方針（大目標）：エジプトの持続的かつ包摂的

な経済発展と地域の安定促進のための協力 

 2023 年４月に合意した日エジプト戦略的パートナーシップに基づき、エジプトが推

進する経済・社会改革の取組を後押しし、同国の発展と安定に貢献することを通じ、



 

両国の戦略的関係を更に強化する。さらに、中東・アフリカ地域で大きな影響力を有

するエジプトと連携し、域内各国への支援を展開することにより、地域ひいては国際

社会の平和と安定に貢献する。 

 こうした協力は、ＳＤＧｓ達成に寄与することから、ＳＤＧｓの関連目標との整合

性を考慮しつつ、具体的事業を実施する。 

  

３ 重点分野（中目標） 

（１）持続的経済発展の促進 

 持続的な経済発展モデルの確立に向け、輸出促進、輸入依存解消につながる産業の

育成を支援する。エジプトの経済発展が国際的な気候変動・環境対策に沿った形で進

められるよう、環境面に配慮するほか、インフラ整備等では、我が国技術の活用も視

野に入れる。 

（２）貧困削減と社会包摂の促進 

社会的弱者の経済状況の悪化や、都市と地方の格差拡大の是正を考慮し、エジプト

の社会的包摂の促進に資する支援を行う。ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの達成

に向けた基礎的社会サービスの改善を支援するほか、都市と農村の格差を是正するた

めの農村開発等に対する協力を実施する。 
（３）人的資本の育成 

 日本式教育の特徴を活かした教育分野での支援を推進するとともに、若者を主な対

象として雇用創出に繋がる人材育成に取り組む。 

（４）地域安定・繁栄の促進 

 エジプト側関係機関と連携しつつ、第三国研修等を通じ、中東・アフリカの平和と

安定に寄与する協力を展開する。 

 

４ 留意事項 

（１）エジプトのみならず、中東・アフリカ地域全体の安定・発展等に資する協力を

重視する。 

（２）エジプトの経済発展に貢献するとともに、日本企業の事業・投資に繋がる案件

を重視する。 

（３）安全管理及び効率的、効果的な実施に留意しつつ、本邦大学、自治体、ＮＧＯ、

他ドナーや国内・国際企業等、多様なパートナーと連携した協力を実施する。 

（了） 

別紙： 事業展開計画 
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実施期間

2024
年度
以前

国別開発協力方針　別紙

対エジプト・アラブ共和国　事業展開計画（案）

基本方針
（大目標）

　　エジプトの持続的かつ包摂的な経済発展と地域の安定促進のための協力

重点分野１
（中目標）

持続的経済発展の促進

年度 年度

投資促進 個別専門家

民間セクター開発分野の課題別研修 課題別研修他 8, 9

観光分野の課題別研修

2025 2026 2027 2028 2029

開発課題１－１
（小目標）

産業開発

【現状と課題】
持続的経済発展のため、エジプト政府は国内製造と輸出産業の強化を推進している。こうした努力により、輸出は
着実に増えているものの、エジプトの貿易赤字の縮小には、輸出増加に繋がる基幹産業の更なる育成が強く求めら
れている。従来国主導であったエジプトの経済発展モデルは、近年民営化が進んでいるが、依然として国有企業の
影響力は大きい。経済の競争力強化のためには民間の活性化と役割強化が極めて重要であり、エジプト政府も経済
改革の重要事項として取り組んでいる。観光業はエジプト経済の重要な柱であり、2025年11月の大エジプト博物館
全面開館を踏まえ、今後更なる成長が見込まれている。2025年にエジプトを訪れた観光客は約1900万人と過去最高
を記録したが、エジプト政府が掲げる2030年3000万人まではまだ開きがあり、一層の取組が求められている。

【開発課題への対応方針】
専門家派遣を始めとする各種技術協力を中心として、エジプトの基幹産業育成、民間部門の強化、観光
分野の強化を支援する。産業育成にあたっては、日本企業とも連携する。

協力プログラム名 案件名 スキーム
支援額

（億円）
SDGs 備考

基幹産業開発
支援プログラム

個別専門家

年度 年度 年度

エジプト起業家支援・イノベーション推進 1.61 8, 9

0.61 8, 9

8, 9

2.00 8,9

基幹産業開発分野の課題別研修 課題別研修他

ビジネス開発サービスの強化を通じた中小零細企業競争力向上プロジェクト 技プロ

大エジプト博物館庁支援プロジェクト 技プロ

             大エジプト博物館保存修復・科学研究国際拠点化プロジェクト 技プロ

中小零細企業支援事業 有償

494.09 8

8

3.8 8

5.00 8

8

1.83 8

課題別研修他

観光開発支援
プログラム

大エジプト博物館建設事業（第二期） 有償

教育文化センター機材整備計画 無償

民間セクター
開発支援
プログラム

民間セクター開発・経済多角化支援開発政策借款（DPL) 有償 350.00 8
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年度 年度 年度

太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画 無償 9.70 7,9,13

有償

7, 9, 13

国別研修 0.03 7, 9, 13

配電システム高度化事業

電力セクター復旧改善事業

ハルガダ太陽光発電事業

エネルギートランジション・マスタープラン策定支援プロジェクト 技プロ

有償 247.62 7,9,11,13

410.98 7,8,9,13

有償 112.14 7,9,11,13

3.44

2027 2028 2029

【開発課題への対応方針】
カイロの交通の大動脈として期待されているカイロ地下鉄４号線など、都市交通インフラを支援すると
ともに、運輸交通インフラ整備戦略等の各種交通政策の策定に協力する。また、日本にとっても極めて
重要であるスエズ運河における安定航行やその他エジプト内の交通環境整備に向けた協力を検討する。
エネルギー分野では、電力網の強化と再生可能エネルギー普及に向けての支援を継続し、日本企業のこ
れら事業への参画も後押しする。

協力プログラム名 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
SDGs 備考

カイロ地下鉄四号線第一期整備事業（Ⅰ） 有償 9,11

有償

年度

運輸省向け「都市交通分野にかかる開発及び計画における能力開発強化」

      ボルグ・エル・アラブ国際空港拡張事業 有償 182.00 9

34.78 7,13

 1000.00 9,11

カイロ地下鉄四号線第一期整備事業（Ⅲ）

有償カイロ地下鉄四号線第一期整備事業（Ⅱ）

327.17

9,11

9,11410.00

2025 2026
年度

2.06 7,13

国別研修

7, 11, 13

0.19 9,11

技プロ

運輸交通
都市整備防災
支援プログラム

エネルギーインフ
ラ整備支援・

GX推進
プログラム

開発課題１－２
（小目標）

インフラ整備

【現状と課題】
人口が増加するエジプトにおいては、カイロ近郊など都市部の人口過密や交通渋滞が社会問題化している。新都市
開発や道路、鉄道等のインフラ整備は進んでいるが、需要に対してまだ十分なレベルに達しておらず、さらに、包
括的な都市開発政策及び持続可能な運輸交通政策に基づくインフラ開発計画の策定及び管理も課題となっている。
また、エネルギー輸入が貿易赤字及び経常赤字の最大の原因となっていることから、風力及び太陽光発電を中心と
した再生可能エネルギー事業の拡大が急務となっている。加えて、再生可能エネルギーを効率的に都市部に送電
し、将来的に国外へ輸出するため、国内外の送電網の整備や蓄電池システムの導入も重要である。

有償  1000.00

技プロ

潜水作業支援船建造計画

カイロ地下鉄四号線第一期東西延伸計画 協力準備調査 5600.00 9,12

電力・エネルギー分野の課題別研修

カイロ地下鉄四号線第一期整備事業（Ⅳ）

エネルギー利用効率改善能力開発プロジェクト（フェーズ2）

グリーン水素分野の国別研修

大カイロ都市圏及び周辺地域の国土開発計画における運輸交通インフラ整備戦略の策定プロジェクト

無償

課題別研修他

3.49 9
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年度
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2024
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以前

2024
年度

経済社会開発計画 無償

農業廃棄物を活用したプラスチック代替素材製造に基づくサーキュラーエコノミーの構築 科学技術 3.81 8,9,12,14

13

SDGs

3.72 8,9,14

11,14

重点分野２
（中目標）

貧困・格差軽減と社会的包摂の促進

開発課題２－１
（小目標）

基礎的社会
サービス改善

【現状と課題】
貧困削減はエジプトの安定にとって重要な課題であり、エジプト政府も熱心に取り組んでいるが、貧困率は依然と
して上昇傾向にある。エジプト国民間の貧富の差も拡大しており、この状況が悪化すると社会不安に繋がる恐れも
あるところ、経済発展と共に社会包摂性の向上が重要な課題となっている。さらに、エジプトは周辺の紛争国・地
域から大量の傷病者や避難民を受け入れており、こうした人々への支援がエジプト国民の貧困層への支援を圧迫し
ている状況が生じており、地域安定の要としてのエジプトの役割を支える上でも、この分野での支援は重要とな
る。

【開発課題への対応方針】
保健医療の提供、国民皆保険制度の導入支援、就業支援といったエジプトの低・中所得者の生活基盤強
化に係る支援に加え、周辺国・地域からのエジプトへの避難民の生活も支援することにより、エジプト
国内の社会包摂性を向上させ、社会安定の強化に繋げる。

協力プログラム名 案件名 スキーム
支援額

（億円）

環境問題対策
支援プログラム

MRVシステムの実装と推進 国別研修

使い捨てプラスチックのバリューチェーンにおける循環型経済の実践促進支援計画（UNIDO連携） 無償

基礎的社会サービ
ス向上支援
プログラム

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ実現に向けた患者中心の医療プロジェクト 技プロ

環境分野の課題別研修 課題別研修他

技プロ

年度 年度 年度 年度

2025 2026 2027 2028 2029 SDGs 備考

440 3.00

4.01 3,10

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ達成のための開発政策借款 有償

3.43 3

国民皆保険（UHI）政策に係る組織能力強化プロジェクト 技プロ

2.00 10情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェクト（フェーズ2） 技プロ

10.00 3

保健分野及び社会保障分野の課題別研修 課題別研修他

12 3ガザ情勢の影響を受けた病院に対する緊急医療支援計画（WHO連携） 無償

3,10

10貧困者支援（青少年活動，障害児・者支援）分野のJICA海外協力隊 JOCV

2026 2027 2028

【現状と課題】
エジプトは環境・気候変動対策で着実に成果を挙げているものの、環境汚染や温室効果ガス排出量は依然として深
刻なレベルにある。今後、環境問題への対応と産業発展を両立させるためには、環境対策への一層の支援が必要と
なる。また、エジプトは、家庭用廃棄物排出量が1家庭当たり年間1.2tと多く、世界で主要な海洋プラスチックごみ
排出国。紅海や地中海の生態系保全のためにも同問題への対応が求められている。

【開発課題への対応方針】
温室効果ガス排出削減を始めエジプトの環境対策を支援し、同国の持続的な経済発展の促進に貢献す
る。また、廃棄物問題に対しては、家庭用廃棄物の発生抑制に向けた活動を支援するほか、海洋プラス
チックごみの削減に向けて、環境整備や廃棄物管理能力の強化などを通じて循環型経済への移行を支援
する。

協力プログラム名 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
開発課題１－３
（小目標）

環境対策

ポートサイード県廃棄物発生抑制・減量化アプローチ確立プロジェクト 2.60 8,9,11,12,14

2029
年度 年度 年度 年度 年度

備考2025



20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

120240 120245 120250 120255 120260 120265 120270 120275 120280 120285 120290 120295

年度 年度 年度 年度 年度

2024
年度
以前

2025 2026 2027 2028 2029

開発課題２－２
（小目標）

食料安全保障

【現状と課題】
エジプトでは、周辺国・地域からの避難民の流入も受け、人口増加に伴って食料需要が急増しており、食料安全保
障の確保が喫緊の課題となっている。エジプトは自国の食料生産の拡大に取り組んでいるが、依然として輸入に依
存しており、その強化が急務。特に食料の基盤となる農業の強化が求められている。さらに、農業はエジプトの水
消費量の約８割を占めており、農業の強化のためには水資源の安定的管理が重要な課題となっている。

【開発課題への対応方針】
農村振興支援を通じ、食料安全保障の基盤である農業の競争力向上を支援する。この過程において、小
規模農家の生計向上を支援することにより、都市と農村の発展格差を是正し、貧困削減と社会的包摂の
促進に貢献する。さらに、農業にとって欠かすことができない水資源の安定確保を支援する。

協力プログラム名 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
SDGs 備考

3.55 2,12技プロ

58.54 2,6

小規模農家の市場志向型農業改善プロジェクト（フェーズ2） 技プロ 3.55 2

2,6

0.36 6,13

5.00 2,6,13

6統合配水システム改善計画 個別専門家

農村振興・
水資源管理支援
プログラム

新ダイルート堰群建設事業 有償

経済開発のための持続的かつレジリエントな養殖振興プロジェクト

近代灌漑導入個別専門家 個別専門家

農業・水分野の課題別研修 課題別研修他

西部砂漠のオアシス社会における住民の理解と参画を軸とした水・土地資源の持続的利用モデルの構築(SATREPS) 科学技術



20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

2024
年度
以前

年度

日本式教育
プログラム

2025 2026 2027 2028 2029

個別専門家

重点分野３
（中目標）

人的資本の育成

開発課題３－１
（小目標）

教育支援

【現状と課題】
2016年に教育分野の協力促進に係る「エジプト・日本教育パートナーシップ（EJEP）」が発表された。エジプトの
教育システムにおいては、特に校舎の老朽化、教育施設の不足等のハード面に加え、１クラスあたり生徒数の過
多、財源不足、教師の育成不足、学力偏重主義、地域間格差、卒業後の就職難等のソフト面で多様な課題を抱えて
おり、就学前教育、初等教育、中等教育、高等教育のあらゆるレベルにおいて、エジプトの教育システム全体の底
上げが必要な状況にある。

【開発課題への対応方針】
「エジプト・日本教育パートナーシップ（EJEP）」に基づき、就学前教育、初等教育、中等教育、高
等教育のあらゆるレベルにおいて、エジプトの教育システム全体に対し、日本の教育の特徴を生かした
包括的な支援を行う。

協力プログラム名 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）

4

186.26 4

7.56 4

101.92 3,4

3,4 有償勘定技術支援

4

4,9

0.10 4

4.58 4,9

2.80 4

人材育成事業（エジプト・日本教育パートナーシップ） 有償

特別活動を中心とした日本式教育モデル発展・普及プロジェクト 技プロ

就学前の教育と保育の質向上プロジェクト（フェーズ2） 技プロ

SDGs 備考

エジプト・日本教育パートナーシップ（EJEP）：Executive Committee（EC）1に係るCo-Director派遣

年度 年度 年度 年度

エジプト・日本高専プロジェクト 技プロ

「人材育成事業」実施支援 個別専門家

E-JUST・日本・アフリカ科学技術イノベーションネットワークプロジェクト 技プロ

教育分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力 草の根無償

教育分野の課題別研修 課題別研修他

エジプト・日本教育パートナーシップ：エジプト・日本学校支援プログラム 有償



20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

2024
年度
以前

2024
年度
以前

備考

【開発課題への対応方針】
エジプトの持続的発展に資する若年層の雇用創出及び即戦力となる優秀な産業人材の育成に貢献する。
こうした取組をとおし、日本企業の進出や事業拡大に必要な人材の育成も目指す。加えて、民間主導で
の産業開発を推進するため、政府側の政策策定及び実施能力を強化するための支援も行う。

2026 2027 2028 2029

備考
支援額

（億円）
SDGs

4,9

4,9

重点分野４
（中目標）

地域安定・繁栄の促進

【現状と課題】
エジプトは中東地域安定において、外交努力のみならず、周辺国・地域から多くの避難民を受けいれ、極めて重要
な役割を担っている。こうしたエジプトの地域安定化に向けた取り組みを支援するため、日本はエジプトと共に長
きに亘り中東地域向けの第三国研修を実施し、2019年には「日本・エジプト三角協力プログラムに係る協力覚書」
に署名した。ガザを始め、中東情勢は一層流動的になっており、日本が地域の安定に更に貢献していく上で、エジ
プトとの連携は有効な手段となる。

【開発課題への対応方針】
中東地域安定化の観点から、これまで実施している中東地域向け第三国研修の充実化及び戦略的活用を
図り、地域の人材育成を支援する。その際、保健・農業等の伝統的な協力分野に加え、中東地域の平和
と安定に資する他分野での協力の可能性も検討する。また、第三国研修の実施を通じ、エジプト政府の
実施機関の能力向上を図る。

協力プログラム名 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）

人材育成支援
プログラム

アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ（ABEイニシアティブ）「修士課程およびインターンシップ」プログラ
ム

国別研修

科学技術イノベーション人材育成（2024-2026年度） 国別研修

年度 年度 年度 年度

2025

税務行政分野の国別研修 国別研修

第三国研修

SDGs

3,16

年度

中東地域人材
育成支援
プログラム

イエメン向け第三国研修「院内感染対策の基礎」 第三国研修

ガザ復興に向けたパレスチナ人材育成のためのE-JUST奨学金 4,16

スキーム

実施期間

開発課題３－２
（小目標）

人材育成

開発４－１
（小目標）

中東の安定

年度 年度 年度 年度 年度

2025 2026 2027 2028 2029

【現状と課題】
エジプトが目指す輸出型産業の強化に向け、即戦力となる優秀な産業人材の育成が急務となっている。エジプト全
体の失業率は6％台と、他の中東・アフリカ諸国と比較して低いものの、特に若年層及び女性の失業率が高いことが
課題となっており、雇用に結びつく職業・技術訓練に対する支援への要望が高い。加えて、民間主導の経済への移
行をするため、国営企業と民間企業の公平な競争の確立などに向けた、実効性のある政策策定・実施を行うため、
政府の能力強化を行うことも必要である。

協力プログラム名

4,9

4ガバナンス分野の課題別研修 課題別研修他

税務行政分野の課題別研修 課題別研修他 4,9

案件名



20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

120240 120245 120250 120255 120260 120265 120270 120275 120280 120285 120290 120295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285 20290 20295

120240 120245 120250 120255 120260 120265 120270 120275 120280 120285 120290 120295

2024
年度
以前

第三国研修

アフリカ向け第三国研修「気候変動に対応する稲作技術の適応戦略」 第三国研修

STI分野におけるE-JUSTへのTICAD8アフリカ奨学金 第三国研修 4,9

7,17

アフリカ向け第三国研修「食と栄養の為の内水面養殖」 第三国研修 12,14

アフリカ向け第三国研修「電力」 第三国研修

9, 17

12,13

ソマリア向け第三国研修「ソマリアにおける地方行政強化」 第三国研修 16,17 2025年度分へ延期

アフリカ地域起業家支援に関する情報収集・確認調査 基礎情報調査 9,17

4,9

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「基礎情報調査」（＝基礎情報収集・確認調査）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年

研修、長期研修）、「JOCV」（＝JICA海外協力隊）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「現地国内研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型、SATREPS））「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・JICA以外の省庁及び独立行政法人等が実施している技

術協力）、「民間提案型技協」（＝開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業）、「SDGs調査」（＝途上国の課題解決型ビジネス（SDGsビジネス）調査）、「無償」（＝以下に特記するサブ・スキームを除く全ての無償資金協力）「食糧援助」（＝食糧援助）、「一般文化」（＝一般文化無償
資金協力）、「草の根文化」（＝草の根文化無償資金協力）、「緊急無償」（＝緊急無償資金協力）、「日本NGO」（＝日本NGO連携無償資金協力）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償資金協力）、「有償」（＝円借款、海外投融資）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキーム）、
「基礎調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「基礎調査」）、「案件化調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「案件化調査」）、「普及・実証・ビジネス化事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「普及・実証・ビジネス化事業」、「ニーズ確認調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業

「ニーズ確認調査」）、「ビジネス化実証事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「ビジネス化実証事業」）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）　※この凡例にない略語を使用する場合は凡例に当概略語を記載したうえで使用する。

【SDGsゴールの説明】1「貧困」、2「飢餓」、3「保健」、4「教育」、5「ジェンダー」、6「水・衛生」、7「エネルギー」、8「経済成長と雇用」、9「インフラ、産業化、イノベーション」、10「不平等」、11「持続可能な都市」、12「持続可能な消費と生産」、13「気候変動」14「海洋資源」、15「陸上資
源」、16「平和」、17「実施手段」
【SDGsの詳細】https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_pamphlet.pdf

2,17

アフリカ地域
人材育成支援
プログラム

【現状と課題】
アフリカにおいてエジプトは、人口及び経済規模双方において有数の大国である。現在のエジプトの経済的繋がり
は、アラブ諸国や欧州が中心であるものの、エジプトは2025年にアフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）閣僚会議議長
に就任し、アフリカ域内貿易を積極的に推進するなど、アフリカ諸国との関係を深化させている。アフリカ諸国の
発展は、エジプトにとって投資・貿易機会の拡大に繋がり、自国の経済的発展にとっても重要であることから、エ
ジプトは日本がTICAD 9で表明したアフリカの経済成長の促進や、人材育成、保健医療システムの向上や気候変動
対策等、様々な支援を行う上で、主要な拠点の１つとなっている。

【開発課題への対応方針】
サブサハラを中心としたアフリカの貧困削減及び安定の促進の観点から、これまで実施してきているサ
ブサハラ・アフリカ向け第三国研修の充実化及び戦略的活用を図り、地域の人材育成を支援する。その
際、保健・農業等の伝統的な協力分野に加え、アフリカの発展に資する他分野での協力の可能性も検討
する。また、第三国研修の実施を通じ、エジプト政府の実施機関の能力向上を図る。

協力プログラム名 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）

開発４－２
（小目標）

アフリカ諸国の
発展

年度 年度 年度 年度 年度

2025 2026 2027 2028 2029 SDGs 備考

第三国研修

アフリカ向け　保健分野の第三国研修 第三国研修 3,17

アフリカ向け「新型コ
ロナウイルス感染症
流行下における顧み
られない熱帯病対策」
については2028年ま

で延長。

ソマリア向け第三国研修「アフリカ電力」

アフリカSTI高度人材育成のためのTICAD9 E-JUST留学及びポストドクターフェローシップ

アフリカ向け　食料・環境分野の第三国研修

第三国研修


